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本資料は、東日本大震災の発生から3年

半余り経過した時点において、被災地域の
経済・産業の現状と復旧・復興の取組につ
いて整理したものです。

今後も、復旧・復興の取組の進捗等に応
じて、適宜更新していく予定です。
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○ 被災地の鉱工業生産能力は震災前の水準にほぼ回復したが、業況は国内外の経済動

向の影響を受けている。

１．鉱工業指数等－１

被災３県の鉱工業生産指数 （季節調整済み、H22=100 ）

※各県等公表資料を元に復興庁作成
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１．鉱工業指数等－２

震災に係る地域別鉱工業指数の
試算値（季節調整済み、H22=100） 102.6

103.5

98.0
97.3

津波浸水地域に所在する鉱工業事
業所（59事業所）の生産額試算値

出所：経済産業省調査統計グループ経済解析室
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※本試算指数は、「東日本大震災（長野県北部地震を含
む）」にて、災害救助法の適用を受けた９県の１９８市区町
村を「被災地域」とし、適用を受けていない地域を「被災地
域以外」として、指数の基礎データである「経済産業省生
産動態統計調査」の事業所所在地別に２区分ごとに集計
して指数計算したもの。

出所：経済産業省調査統計グループ経済解析室

※「津波浸水地域」は、国土地理院が平成２３年４月１８
日に公表した「津波による浸水範囲の面積（概略値）につ
いて（第５報）」、青森県・岩手県・宮城県・福島県・茨城
県・千葉県の６県の沿岸部６２市町村のうち津波浸水被
害のあった５６１km2。

「津波浸水地域に所在する事業所」とは、「経済産業省
生産動態統計調査」の調査対象のうち、津波浸水地域内
に事務所が存在する５９事業所。なお、岸壁等敷地の一
部のみに浸水のあった事業所は含まれない。また、沿岸
部での産業集積が高い水産加工食料品の製造事業所
等は含まれていない。

「震災前基準年」とは、震災が発生する前の平成２２年
３月～平成２３年２月までの期間を指す。 -100
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○ 震災前後の卸売業・小売業の年間商品販売額を見ると、被災３県ともに減少している。

２．商業・サービス業

出所：平成24年経済センサス－活動調査（卸売業，小売業に関する集計）
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事業所数（万） 従業者数（万人） 年間商品販売額（兆円） 売場面積（百万㎡）

岩手 宮城 福島 ３県 全国 岩手 宮城 福島 ３県 全国 岩手 宮城 福島 ３県 全国 岩手 宮城 福島 ３県 全国
H6 2.4 3.8 3.4 9.5 193 H6 12.2 24.5 17.5 54.3 1,197 H6 4.3 14.2 6.2 24.7 658 H6 1.4 2.4 2.1 5.9 122
H9 2.2 3.5 3.2 8.9 181 H9 11.9 23.1 17.6 52.6 1,152 H9 4.3 13.6 6.0 24.0 628 H9 1.6 2.5 2.3 6.3 128
H11 2.2 3.6 3.2 9.0 183 H11 12.5 25.5 18.0 56.1 1,252 H11 4.0 12.6 5.5 22.1 639 H11 1.6 2.6 2.3 6.6 134
H14 2.0 3.3 3.0 8.3 168 H14 11.9 23.7 17.9 53.5 1,197 H14 3.5 10.9 4.9 19.4 548 H14 1.7 2.8 2.6 7.1 141
H16 2.0 3.2 2.9 8.0 161 H16 11.6 22.8 17.2 51.5 1,157 H16 3.4 10.2 4.7 18.3 539 H16 1.8 2.9 2.7 7.3 144
H19 1.8 2.9 2.6 7.4 147 H19 11.0 23.0 16.5 50.5 1,111 H19 3.2 10.6 4.7 18.5 548 H19 1.8 3.3 2.7 7.9 150
H24 1.6 2.6 2.3 6.4 141 H24 10.2 20.9 14.5 45.7 1,123 H24 2.9 9.4 3.7 16.0 480 H24 1.6 2.7 2.3 6.6 133

卸売業、小売業に関する集計の推移

３県 全国 ３県 全国 ３県 全国 ３県 全国
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３．建設業

建設投資額（出来高ベース）と全国比の推移

○平成２５年度の東北地域の建設投資額（出来高ベース）は、震災からの復旧・復興の影響を受け、
６．０兆円（前年度比＋１７．４％）と大幅に増加。特に公共部門では＋２２．３％と伸びが大きい。

○職業別雇用状況を見ると、震災以降、３県いずれも土木・建築系の有効求人倍率が急増している。

出所：「建設総合統計年報」（国土交通省 ）
「東日本大震災被災地域における雇用ミスマッチについて」（経済産業省調査統計グループ 羽淵）

岩手県 宮城県 福島県

３県の土木・建設系の雇用状況
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観光客中心の宿泊施設の延べ宿泊者数（同月比の推移）

※ 【観光客中心の宿泊施設】とは、宿泊者のうち観光
目的の宿泊者が全体の50%以上と回答した施設。

（％は平成22年値との比較）

【参考】
観光客中心の宿泊施設はまだ厳しい状況が続いているが、

宿泊者数全体としては回復傾向にある。
出典：宿泊旅行統計調査

注： 平成22年4-6月期調査より従業者数9人以下を含む全宿
泊施設に調査対象を拡充している。
（Ｈ23.1-3月、Ｈ24.1-3月、Ｈ25.1-3月、Ｈ26.1-3月

の平成22年値との比較は従業者数10人以上の宿泊施設の
数値のみで作成。Ｈ26.1-3月は暫定値。）

４．観光業

○ 観光客中心の宿泊施設は、平成26年４－６月期では平成22年値との比較で、全国においてはプラス

となっているが、東北６県・東北３県いずれにおいてもマイナスとなっている。
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・ 被災３県全体では、労働力の需給の状況は改善。
有効求人数：約12.2万件、有効求職者数：約9.8万人（※23年3月約12.5万人）、新規求人数：依然高水準（約4.5万件）、新規求職者数：減少傾向（約2.6万人）

・ 就職は進んでいる。
就職件数:２３年４月～２６年９月で約49.8万人が就職。
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23年3月 6月 9月 12月 24年3月 6月 9月 12月 25年3月 6月 9月 12月 26年3月 6月 9月

有効求人倍率（全国） 有効求人倍率（被災３県）

新規求人倍率（全国） 新規求人倍率（被災３県）

５．雇用

○雇用保険被保険者数の推移 ※単位（人）。前年比、4年前との比は（％）

○ 被災３県の雇用情勢は、全体として落ち着いてきているものの、沿岸部については人口減少等により震災前の水
準まで回復していない地域もある。

○ ミスマッチ（職種や産業などの求人と求職がかみあわない状況）の解消、産業政策と一体となった雇用創出により、
被災３県の被災者の就職支援を推進する。

雇用保険の被保険者数（雇用者数）を見ると、全体としては震災前の水準まで回復してい

るが、産業別で見ると食料品製造業（水産加工業）で回復していない地域が見られる。

○有効求人倍率、新規求人倍率の推移

○課題＝ミスマッチ等
震災前と比較して建設業求人が増えているが、未経験者が就職困難。

（倍）

※平成２６年９月末時点。出所：厚生労働省「被災３県の雇用の状況」、「一般職業紹介状況」
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福祉関連計

【例：石巻所（9月）】

（単位：人（求職）・件（求人））求人 求職（男） 求職（女）

26年9月 前年比 4年前との比 25年9月 22年9月

3県計 産業計 1,587,134 1.7 5.2 1,561,023 1,509,395
うち食料品製造業 55,841 0.2 ▲ 10.1 55,715 62,149

岩手県 産業計 358,669 0.6 4.3 356,446 343,866
うち食料品製造業 17,760 ▲ 0.3 ▲ 9.1 17,822 19,538

久慈 産業計 12,755 ▲ 0.4 10.3 12,801 11,569
うち食料品製造業 1,219 0.1 ▲ 5.9 1,218 1,296

宮古 産業計 18,844 ▲ 0.3 2.8 18,898 18,337
うち食料品製造業 984 ▲ 0.4 ▲ 28.5 988 1,376

釜石 産業計 17,974 ▲ 0.7 0.3 18,097 17,921
うち食料品製造業 805 1.4 ▲ 31.3 794 1,172

大船渡 産業計 16,389 1.2 1.0 16,199 16,219
うち食料品製造業 2,282 3.9 ▲ 21.7 2,196 2,915

宮城県 産業計 683,530 1.7 6.1 672,169 644,320
うち食料品製造業 23,953 1.0 ▲ 13.7 23,712 27,750

気仙沼 産業計 17,146 2.5 ▲ 6.9 16,734 18,414
うち食料品製造業 2,252 6.8 ▲ 42.4 2,109 3,907

石巻 産業計 43,171 2.9 3.3 41,966 41,812
うち食料品製造業 3,898 6.9 ▲ 25.7 3,646 5,243

塩釜 産業計 32,385 1.5 ▲ 1.0 31,891 32,721
うち食料品製造業 3,806 ▲ 2.9 ▲ 7.1 3,920 4,096

福島県 産業計 544,935 2.4 4.6 532,408 521,209
うち食料品製造業 14,128 ▲ 0.4 ▲ 4.9 14,181 14,861

相双 産業計 34,782 3.1 ▲ 21.7 33,731 44,422
うち食料品製造業 690 ▲ 4.0 ▲ 38.3 719 1,118

平 産業計 90,290 3.1 10.1 87,577 81,992
うち食料品製造業 2,337 ▲ 0.8 ▲ 7.3 2,357 2,522
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６．企業の事業再開状況①

（備考）
１．(株)帝国データバンク「東北３県・沿岸部「被害甚大地域」5000社の再追跡調査より作成。

２．帝国データバンクに登録された事業所のうち、東北３県沿岸部のうち「津波の被害が特に大きかった地域」と「原発事故による立入禁止区域・計画的避難区域」に本
社のある事業所 （３県合計で5,004社）を対象。
３．青い棒グラフは2012年２月、赤は2013年３月に聞き取り調査をし、事業を再開した企業の割合を指す。灰色の棒グラフは休廃業した事業所の割合。

○被害甚大地域において、平均して約４分の３の企業で事業が再開。

○業種別にみると、運輸・通信業において再開割合が高く８割を超えてきている一方、小売業では再開割
合は６割。

○事業再開企業の多くは2012年に再開しており、2013年に再開している企業は少数。事業が再開できて
いない企業は休廃業を決めており、地域の再建のためには新規参入も重要。

（出所）「地域の経済２０１３」（内閣府）

2012

2013

休廃業

50%
70% 73%

11%

25% 27%39%
5% 1%

11年6月 12年2月 13年2月

事業再開 休業・廃業 不明
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６．企業の事業再開状況② 商工会会員等の状況

○岩手県・宮城県の津波被害を受けた沿岸地域において、約８割の企業で事業が再開。

○福島県の避難指示区域等の地元再開は408事業所、再開率は14.8%と、厳しい状況。

○福島県の避難指示区域等所在商工会会員の事業再開状況

2,753事業所中、1,451事業所 再開率52.7%
うち地元再開 408事業所 再開率14.8%

（平成26年1月20日現在、県商工会連合会調べ）

○宮城県の沿岸区域の商工会議所又は商工会会員の事業再開状況
7,800会員中、6,330会員 再開率81.1%
（平成26年3月31日現在、県が商工会及び商工会議所に対し調
査を依頼し各団体が調査を実施）

○岩手県の被災12市町村の商工会議所又は商工会会員の事業再開状況
1,663事業所中、1,267事業所 再開率76.2%
地元再開（予定を含む） 1,382事業所中、1,252事業所（90.6%）
（平成26年8月1日現在、県調べ）
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〇 農業については、営農を再開した農業経営体数※が６割弱まで回復。引き続き、地域農業の復興や新
たな担い手の創出等に取り組む。（※経営耕地30アール以上又はこれに相当する外形基準を満たす農業を営む者等）

〇 水産業については、水揚量が約７割まで回復。水産加工施設は８割で業務再開をしたものの、震災に
より失われた販路確保等の問題もあり、他の業種と比べても、震災以前の水準以上まで売上が回復し
た事業者は少ない。

水産業農業

被災３県（岩手県、宮城県、福島県）の水稲作付面積は、震災前
の94％まで回復（平成25年12月）。岩手県及び宮城県では、震災
前とほぼ同レベルまで回復。福島県では震災前の85％まで回復。

（％は平成22年値との比較）

資料：平成25年産水稲の収穫量（東北）（農林水産省東北農政局作成）をもとに復興庁作成

農業経営体数 55％

津波被害のあった農業

経営体（東北・関東６県）

10,100経営体

※太字：H26. ２月時点
細字:H25.３月時点

5,610経営体が経営再開

55%50%

水産加工施設 ８０％

653施設が業務再開

被災３県で被害があり、

再開を希望する水産加工

施設：815施設

※太字：H26年3月末時点
細字:H25年3月末時点

80%74%

水揚げ ６８％

岩手・宮城・福島各県の

主要な魚市場の水揚げ

数量の比較 注１，２
312千トン（数量ベース）

注１：久慈（岩手）、宮古（岩手）、釜石（岩手）、大船渡（岩手）、気仙沼（宮城）、女川（宮城）、
石巻（宮城）、塩釜（宮城）、小名浜（福島）における１年間（太字：25年8月-26年7月 細
字：24年8月-25年7月）の合計の水揚げ数量の被災前１年間（22年3月-23年2月）の合
計に対する比率を示したもの。

注２：小名浜での水揚げは全て県外で漁獲されたもの。

・金額ベースでは、被災前

に比べ

約73％（24年8月-25年7月）

↓
約85％( 25年8月-26年7月)

68%70%

７．農業、漁業・水産加工業
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○グループ補助金交付先アンケートでは、現在の売上げ状況が震災直前の水準以上まで 回復している
と回答した企業の割合は、40.3％。

○業種別に見ると、震災直前水準以上に売上げが回復しているという割合が最も高いのは建設業
（71.5％）、次いで運送業（48.3％）。最も低いのは、水産・食品加工業（19.4％）、次いで卸小売・サービ
ス業（31.8％）。水産・食品加工業を除く製造業も全業種平均を下回っている。

○水産加工業者へのアンケートでは、生産能力が８割以上回復した業者は41％、売上が８割以上回復し
た業者は28％。

８．業種別売上げ状況

グループ補助金交付先アンケート調査

出所：「グループ補助金交付先アンケート調査」（平成26年6月 東北経済産業局）
「水産加工業者における東日本大震災からの復興状況」
（平成26年4月 水産庁・全国水産加工工業組合連合会）

水産加工業者アンケート調査

生産能力の復旧状況

売上げの回復状況

41%

28%

6.5 

3.2 

2.0 

4.5 

4.2 

5.2 

2.8 

3.9 

8.4

5.7

6.9

9.3

11.7

8.8

9.7

9.6

9.0 

5.9 

6.8 

11.9 

12.9 

18.8 

8.7 

10.8 

11.1 

10.0 

4.8 

16.7 

16.3 

22.2 

12.9 

13.6 

21.1 

27.0 

8.1 

20.8 

23.2 

25.6 

25.9 

21.8 

14.4 

11.3 

11.7 

4.5 

9.5 

5.0 

12.7 

10.4 

29.4

36.9

59.9

32.3

22.3

14.4

27.4

29.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

運送業

建設業

旅館・ホテル業

卸小売・サービス業

水産・食品加工業

製造業

合計

1割以下 1～3割 3～5割 5～7割 7～9割 変化なし 増加
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９．人口、高齢化－１ 県別等

３県の年齢別人口の推移 （単位：万人）

○ 宮城県を除く被災県では、人口が全国総人口よりも大きい率で震災前より減少。

○ 沿岸部と原子力発電所事故で避難区域となった42市町村のうち、39市町村で人口が減少。

被災３県の人口 ： 平成23年3月1日（震災前）と26年10月1日との比較 （県別等）

（注）平成22年国勢調査及び毎月の住民基本台帳等に基づき各県において推計・公表している資料による。
東日本大震災や原子力災害の影響を受けて被災地等から避難した方に係る移動については、各市町村に届出があった方のみ集計している。
全国総人口は総務省統計局公表人口推計。26年10月1日現在は概算値。

地域 増減率 増減数 H23.3.1 H26.10.1

３県計 ▲2.3% -13 万人 568 万人 555 万人

岩手県 ▲3.2% -4 万人 133 万人 128 万人

宮城県 ▲0.1% -0 万人 233 万人 233 万人

福島県 ▲4.3% -9 万人 202 万人 194 万人
沿岸・原発被災42市町村計
（①＋②） ▲3.1% -8 万人 257 万人 249 万人

①沿岸30市町村計 ▲2.6% -6 万人 237 万人 231 万人

仙台市 0.6% 1 万人 105 万人 105 万人

いわき市 ▲4.5% -2 万人 34 万人 33 万人
沿岸28市町村計
（仙台市・いわき市除く）

▲5.3% -5 万人 98 万人 93 万人

②原発被災12市町村計 ▲8.7% -2 万人 21 万人 19 万人

(参考) 全国総人口 ▲0.7% -84 万人 １億2793万人 １億2709万人
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９．人口、高齢化－２ 市町村別（①沿岸28市町村）

○ 沿岸28市町村（仙台・いわき除く）のうち、26市町村で震災前より人口が減少。うち6市町では10%以上減少。

被災３県の人口 ： 平成23年3月1日（震災前）と26年10月1日との比較 （沿岸28市町村）

（注）平成22年国勢調査及び毎月の住民基本台帳等に基づき各県において推計・公表している資料による。

岩手県 増減率 増減数 H23.3.1 H26.10.1 宮城県 増減率 増減数 H23.3.1 H26.10.1

沿岸12市町村 沿岸14市町

宮古市 ▲5.7% -3千人 5.9 万人 5.6 万人 石巻市 ▲6.4% -10千人 16.0 万人 15.0 万人
大船渡市 ▲5.2% -2千人 4.1 万人 3.8 万人 塩竈市 ▲0.3% -0千人 5.6 万人 5.6 万人
陸前高田市 ▲16.7% -4千人 2.3 万人 1.9 万人 気仙沼市 ▲7.4% -5千人 7.3 万人 6.8 万人
釜石市 ▲9.0% -4千人 3.9 万人 3.6 万人 名取市 2.9% 2千人 7.4 万人 7.6 万人
大槌町 ▲23.2% -4千人 1.5 万人 1.2 万人 多賀城市 ▲0.8% -1千人 6.3 万人 6.2 万人
山田町 ▲14.1% -3千人 1.9 万人 1.6 万人 岩沼市 ▲0.3% -0千人 4.4 万人 4.4 万人
岩泉町 ▲8.5% -1千人 1.1 万人 1.0 万人 東松島市 ▲6.2% -3千人 4.3 万人 4.0 万人
田野畑村 ▲7.9% -0千人 0.4 万人 0.4 万人 亘理町 ▲2.0% -1千人 3.5 万人 3.4 万人
久慈市 ▲3.5% -1千人 3.7 万人 3.6 万人 山元町 ▲22.1% -4千人 1.7 万人 1.3 万人
普代村 ▲5.2% -0千人 0.3 万人 0.3 万人 松島町 ▲0.3% -0千人 1.5 万人 1.5 万人
野田村 ▲8.1% -0千人 0.5 万人 0.4 万人 七ヶ浜町 ▲4.2% -1千人 2.0 万人 1.9 万人
洋野町 ▲6.7% -1千人 1.8 万人 1.7 万人 利府町 5.8% 2千人 3.4 万人 3.6 万人

女川町 ▲27.2% -3千人 1.0 万人 0.7 万人
南三陸町 ▲17.9% -3千人 1.7 万人 1.4 万人

福島県 増減率 増減数 H23.3.1 H26.10.1

沿岸2市町

相馬市 ▲6.0% -2千人 3.8 万人 3.5 万人
新地町 ▲5.7% -0千人 0.8 万人 0.8 万人
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９．人口、高齢化－２ 市町村別（②原発被災12市町村）

○ 原発被災12市町村のすべてで震災前より人口が減少。うち4市町では10%以上減少。

被災３県の人口 ： 平成23年3月1日（震災前）と26年10月1日との比較 （原発被災12市町村）

（注）平成22年国勢調査及び毎月の住民基本台帳等に基づき各県において推計・公表している資料による。
東日本大震災や原子力災害の影響を受けて被災地等から避難した方に係る移動については、各市町村に届出があった方のみ集計している。

福島県 増減率 増減数 H23.3.1 H26.10.1

原災12市町村

南相馬市 ▲10.0% -7千人 7.1 万人 6.4 万人

広野町 ▲7.4% -0千人 0.5 万人 0.5 万人

楢葉町 ▲7.5% -1千人 0.8 万人 0.7 万人

富岡町 ▲11.3% -2千人 1.6 万人 1.4 万人

川内村 ▲8.9% -0千人 0.3 万人 0.3 万人

大熊町 ▲6.0% -1千人 1.2 万人 1.1 万人

双葉町 ▲11.0% -1千人 0.7 万人 0.6 万人

浪江町 ▲11.6% -2千人 2.1 万人 1.8 万人

葛尾村 ▲4.4% -0千人 0.2 万人 0.1 万人

飯舘村 ▲3.7% -0千人 0.6 万人 0.6 万人

川俣町 ▲7.8% -1千人 1.6 万人 1.4 万人

田村市 ▲6.0% -2千人 4.0 万人 3.8 万人
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（作成） 「平成２４年経済センサス活動調査」を基に、東北経済産業局にて作成
（※１）横軸： 各地域に所在する事業所数の増減率（平成２４年時点の事業所数／平成２1年時点の事業所数）
（※２）縦軸： 各地域に所在する企業の従業者数の増減率（平成２４年時点の従業者数／平成２１年時点の従業者数）

なお、福島県南相馬市（一部）、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町は上記調査の対象外。

凡 例
：岩手県内市町村
：宮城県内市町村
：福島県内市町村

円の大きさは人口規模を示す。

〇津波被災地域の復興に向けた進捗状況は地域格差が顕著に。
〇「事業所数」及び「従業者数」が半減以下のままの自治体も存在。
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従
業
者
数
の
増
減
率
（
％
）（
※
２
）

事業所数の増減率（％）（※１） 仙台市

多賀城市
松島町

山元町
石巻市

東松島市

気仙沼市

女川町

南三陸町

大槌町

山田町

陸前高田市

大船渡市

宮古市

田野畑村
久慈市

洋野町

いわき市

相馬市

南相馬市
広野町

釜石市

塩釜市
七ヶ浜町 新地町

亘理町

名取市

岩沼市

利府町

岩泉町

普代村

野田村

１０．事業所数、従業者数
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１１．市町村別製造品出荷額の状況－１ 岩手県

３県の年齢別人口の推移 （単位：万人）

○ 製造品出荷額が震災前と比べ回復していない市町村 全33市町村中 20市町村
うち津波浸水地域で、同出荷額が震災前と比べ回復していない市町村 津波浸水地域12市町村中 8市町

製造品出荷額が震災前よりも回復していない市町村 津波浸水地域
（単位：億円。数値はいずれも平成26年6月現在のもの）

（注）工業品統計調査（市町村別製造品出荷額）による。

H22 H23 H24 H24/H22

19矢 巾 町 173 196 169 ▲2.3%

20西 和 賀 町 35 38 39 11.4%

21金 ヶ 崎 町 3,371 3,357 5,847 73.5%

22平 泉 町 87 98 113 29.9%

23住 田 町 116 137 113 ▲2.6%

24大 槌 町 145 33 45 ▲69.0%

25山 田 町 120 85 114 ▲5.0%

26岩 泉 町 58 62 77 32.8%

27田 野 畑 村 21 13 23 9.5%

28普 代 村 18 35 29 61.1%

29軽 米 町 64 56 77 20.3%

30野 田 村 4 7 7 75.0%

31九 戸 村 97 95 94 ▲3.1%

32洋 野 町 37 29 36 ▲2.7%

33一 戸 町 122 105 117 ▲4.1%

合計 20,555 19,121 21,991 7.0%

H22 H23 H24 H24/H22

1盛 岡 市 1,037 1,046 1,010 ▲2.6%

2宮 古 市 771 592 611 ▲20.8%

3大 船 渡 市 547 194 520 ▲4.9%

4花 巻 市 1,810 1,567 1,632 ▲9.8%

5北 上 市 4,242 3,461 3,364 ▲20.7%

6久 慈 市 431 351 361 ▲16.2%

7遠 野 市 376 411 386 2.7%

8一 関 市 2,015 2,097 2,153 6.8%

9陸 前 高 田 市 169 51 116 ▲31.4%

10釜 石 市 1,106 932 1,060 ▲4.2%

11二 戸 市 363 311 367 1.1%

12八 幡 平 市 320 268 302 ▲5.6%

13奥 州 市 1,676 2,292 1,982 18.3%

14雫 石 町 284 283 311 9.5%

15葛 巻 町 80 45 75 ▲6.3%

16岩 手 町 153 144 137 ▲10.5%

17滝 沢 村 315 389 314 ▲0.3%

18紫 波 町 392 341 390 ▲0.5%
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１１．市町村別製造品出荷額の状況－２ 宮城県

３県の年齢別人口の推移 （単位：万人）

○ 製造品出荷額が震災前と比べ回復していない市区町 全39市区町村中 21市区町
うち津波浸水地域で、同出荷額が震災前と比べ回復していない市区町 津波浸水地域16市区町中 11市区町

製造品出荷額が震災前よりも回復していない市区町 津波浸水地域
（単位：億円。数値はいずれも平成26年6月現在のもの。仙台市については5区に分けて集計。）

（注）工業品統計調査（市町村別製造品出荷額）による。なお、「X」は個々の報告者の秘密が漏れるおそれがあるため秘匿されている箇所。

H22 H23 H24 H24/H22

（ 仙 台 市 ）

1青 葉 区 385 442 372 ▲3.4%

2宮 城 野 区 7,719 2,772 7,222 ▲6.4%

3若 林 区 469 550 568 21.1%

4太 白 区 118 123 125 5.9%

5泉 区 940 732 1,156 23.0%

6石 巻 市 3,672 1,377 2,206 ▲39.9%

7塩 竃 市 674 627 807 19.7%

8気 仙 沼 市 1,051 461 387 ▲63.2%

9白 石 市 1,070 807 1,032 ▲3.6%

10名 取 市 1,057 855 1,117 5.7%

11角 田 市 1,836 1,502 1,614 ▲12.1%

12多 賀 城 市 784 591 353 ▲55.0%

13岩 沼 市 1,853 1,626 1,903 2.7%

14登 米 市 1,357 1,150 845 ▲37.7%

15栗 原 市 1,027 1,016 978 ▲4.8%

16東 松 島 市 130 100 120 ▲7.7%

17大 崎 市 1,955 2,493 2,182 11.6%

18蔵 王 町 280 324 286 2.1%

19七 ヶ 宿 町 14 × × ×

20大 河 原 町 126 142 135 7.1%

H22 H23 H24 H24/H22

21村 田 町 699 616 466 ▲33.3%

22柴 田 町 1,750 1,560 1,511 ▲13.7%

23川 崎 町 153 × × ×

24丸 森 町 417 466 434 4.1%

25亘 理 町 695 702 817 17.6%

26山 元 町 225 138 158 ▲29.8%

27松 島 町 916 11 25 ▲97.3%

28七 ヶ 浜 町 20 15 18 ▲10.0%

29利 府 町 315 244 286 ▲9.2%

30大 和 町 1,260 2,400 2,767 119.6%

31大 郷 町 213 236 297 39.4%

32富 谷 町 88 144 156 77.3%

33大 衡 村 564 1,625 1,923 241.0%

34色 麻 町 139 186 309 122.3%

35加 美 町 506 483 603 19.2%

36涌 谷 町 460 612 388 ▲15.7%

37美 里 町 247 273 300 21.5%

38女 川 町 335 67 64 ▲80.9%

39南 三 陸 町 169 98 146 ▲13.6%

合計 35,688 27,566 34,076 ▲4.5%
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１１．市町村別製造品出荷額の状況－３ 福島県（①全県・中通り）

３県の年齢別人口の推移 （単位：万人）

○ 製造品出荷額が震災前と比べ回復していない市町村 全59市町村中 38市町村
うち津波浸水地域で、同出荷額が震災前と比べ回復していない市町村 津波浸水地域10市町中 10市町

製造品出荷額が震災前よりも回復していない市町村 津波浸水地域
（単位：億円。数値はいずれも平成26年6月現在のもの）

○（中通り） 製造品出荷額が震災前と比べ回復していない市町村 全29市町村中 20市町村

（注）工業品統計調査（市町村別製造品出荷額）による。

H22 H23 H24 H24/H22

1福 島 市 6,382 6,019 6,117 ▲4.2%

2郡 山 市 8,291 7,910 7,760 ▲6.4%

3白 河 市 2,485 2,641 2,571 3.5%

4須 賀 川 市 1,799 1,608 1,738 ▲3.4%

5二 本 松 市 1,470 1,370 1,415 ▲3.7%

6田 村 市 648 594 769 18.7%

7伊 達 市 1,692 1,440 1,377 ▲18.6%

8本 宮 市 2,607 1,476 1,944 ▲25.4%

9桑 折 町 519 538 406 ▲21.8%

10国 見 町 110 70 126 14.5%

11川 俣 町 384 353 340 ▲11.5%

12大 玉 村 102 118 145 42.2%

13鏡 石 町 443 324 399 ▲9.9%

14天 栄 村 89 68 35 ▲60.7%

H22 H23 H24 H24/H22

15西 郷 村 2,014 1,765 1,592 ▲21.0%

16泉 崎 村 790 408 769 ▲2.7%

17中 嶋 村 161 91 113 ▲29.8%

18矢 吹 町 555 467 475 ▲14.4%

19棚 倉 町 768 617 1,036 34.9%

20矢 祭 町 475 496 428 ▲9.9%

21塙 町 111 125 115 3.6%

22鮫 川 村 38 36 40 5.3%

23石 川 町 317 295 268 ▲15.5%

24玉 川 村 437 455 461 5.5%

25平 田 村 103 134 63 ▲38.8%

26浅 川 町 229 150 223 ▲2.6%

27古 殿 町 98 77 91 ▲7.1%

28三 春 町 326 278 322 ▲1.2%

29小 野 町 143 135 143 0.0%
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１１．市町村別製造品出荷額の状況－３ 福島県（②浜通り・会津）

（注）工業品統計調査（市町村別製造品出荷額）による。なお、「－」は該当数値なし、「X」は調査日において警戒区域又は計画的避難区域を含む調査区域が調査対象外とされたことによるもの。

○（浜通り） 製造品出荷額が震災前と比べ回復していない市町村 全13市町村中 13市町村

○（会津） 製造品出荷額が震災前と比べ回復していない市町村 全17市町村中 5市町

H22 H23 H24 H24/H22

43会 津 若 松 市 2,356 1,881 2,002 ▲15.0%

44喜 多 方 市 770 777 722 ▲6.2%

45下 郷 町 42 28 45 7.1%

46檜 枝 岐 村 ― ― ― ―

47只 見 町 34 32 43 26.5%

48南 会 津 町 135 112 163 20.7%

49北 塩 原 村 13 12 13 0.0%

50西 会 津 町 60 45 62 3.3%

51磐 梯 町 341 355 332 ▲2.6%

52猪 苗 代 町 57 86 66 15.8%

53会 津 坂 下 町 154 130 151 ▲1.9%

54湯 川 村 63 55 63 0.0%

55柳 津 町 22 43 12 ▲45.5%

56三 島 町 ― ― 2 ―

57金 山 町 1 1 1 0.0%

58昭 和 村 ― ― ― ―

59会 津 美 里 町 103 115 113 9.7%

合計 50,948 43,205 45,522 ▲10.7%

H22 H23 H24 H24/H22

30い わ き 市 9,703 8,258 8,329 ▲14.2%

31相 馬 市 1,392 433 1,339 ▲3.8%

32南 相 馬 市 892 582 546 ▲38.8%

33広 野 町 240 128 159 ▲33.8%

34楢 葉 町 131 × × ×

35富 岡 町 49 × × ×

36川 内 村 2 2 1 ▲50.0%

37大 熊 町 243 × × ×

38双 葉 町 36 × × ×

39浪 江 町 374 × × ×

40葛 尾 村 2 × × ×

41新 地 町 103 72 77 ▲25.2%

42飯 館 村 44 × × ×
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産業・なりわいの
復旧・復興に向けた取組
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１２．産業・なりわいの再生の概要

（１） 復興のステージ

（２） 復旧・復興の進捗状況

「応急復旧」
・仮設店舗・工場の整備
・損壊した施設・設備の復旧

→ 企業活動の再開

資金繰り支援 二重ローン対策

「本格的復興」
・復興交付金による産業復興の基盤

（産業・商業ｽﾍﾟｰｽ、圃場・農漁業施設等）

の整備
・新たな販路の開拓、新商品開発
・企業立地支援

「本格復旧」
・まちなみの再生、
本設店舗・工場への移行

・生産・販路の回復の努力

仮設における営業再開のｽﾃｰｼﾞ
本設店舗・工場の再建
売り上げ回復のｽﾃｰｼﾞ

産業・なりわいの再生
雇用の創出
地域経済の再生のｽﾃｰｼﾞ

○ 津波被災農地のうち営農再開が可能になった農地 ３８％ ↗ 約７割（見込み） （Ｈ２４．１２→Ｈ２6春）

○ 被災３県で水産加工施設のうち業務再開した施設 ７４％ ↗ ８０％ （Ｈ２５．３→Ｈ２６．３）

○ 仮設工場・仮設店舗の整備等の支援 ５７４竣工（H26.10.31現在）、２，７９９事業者が入居（H26.9.30現在）

○ グループ補助金による施設の復旧・整備 ５９１グループ（約１万事業者）を支援 （H26.10.31現在）

（交付先企業の４０．３％が売り上げ状況が震災直前の水準以上まで回復（H26.6アンケート調査））

○ 二重ローン対策として、合計５５５件を支援決定（Ｈ２５．１2）
福幸きらり商店街

（大槌町）

復旧した水産加工施設
（岩手県宮古市）

被災直後
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（独）中小企業基盤整備機構が自治体からの要望を受け、仮設施設を整備し、自治体に無償貸与、
その後１年以内に自治体に無償譲渡。現在、仮設商店街、仮設工場等に利用。

仮設店舗・工場等の整備実績 （Ｈ26年10月31日）

（H23補正計273.6億円、H24･50億円、H25･30億円、H26・69億円※）

福幸きらり商店街（大槌町）
H23年12月、40店舗が同商店
街で営業再開。

いわき四倉中核工業団地（いわき市）
72社分の仮設工場等が事業再開。
H23年11月以降、順次完成。

要望箇所数 うち基本契約
締結箇所数

うち
着工箇所数

うち
完成箇所数

青森県 １８ １８ １８ １８

岩手県 ３５１ ３５１ ３５１ ３５１

宮城県 １４１ １３９ １３９ １３９

福島県 ６８ ６７ ６６ ６４

茨城県 １ １ １ １

長野県 １ １ １ １

合計 ５８０ ５７７ ５７６ ５７４

国 地方公共団体
（市町村）

中小機構

（交
付
金
）

施設整備

仮設店舗
仮設工場
仮設事務所

要請

中
小
企
業
者
等

利用

貸与 管理

事業スキーム図

市町村が建設用地を確保

貸与後、
譲渡

南町紫市場（気仙沼市）
津波被害を受けた南町商店街
等の被災事業者を対象に整備
した、最大規模の仮設商店街。
（H23年12月オープン）

※26年度予算として復興特会予算及び繰越積立金より財源を確保

１３．仮設店舗・工場等の整備

都路町商業施設（田村市）
原子力災害により市外へ避難を余
儀なくされた住民の帰還促進支援
のための仮設商業施設。
（H26年4月オープン）
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地域経済の核となる中小企業等グループの施設・設備の復旧を支援（グループ補助金３／４補助）。

～グループの要件～

①経済取引の広がりから、地域の基幹である産業・クラスター、②雇用・経済の規模の大きさから重要
な企業群、③我が国経済のサプライチェーン上、重要な企業群、④地域コミュニティに不可欠な商店街
等

グループ補助金の実績 （26年10月31日現在）

高徳海産（石巻市）

Ｈ23年11月下旬、工場再開。

復旧事例グループ
補助金

交付者数
補助総額
（国県）

うち国費

北海道 6グループ 36事業者 10億円 6億円

青森県 10グループ 208事業者 86億円 57億円

岩手県 107グループ 1,248事業者 782億円 522億円

宮城県 180グループ 3,751事業者 2,339億円 1,559億円

福島県 221グループ 3,377事業者 1,010億円 673億円

茨城県 58グループ 1,432事業者 195億円 130億円

栃木県 1グループ 14事業者 5億円 3億円

千葉県 8グループ 154事業者 28億円 19億円

計 591グループ 10,220事業者 4,455億円 2,970億円

これまで591グループに対し、国費2,970億円（県費とあわせて4,455億円）を支援。

県が計画認定、国1/2と県1/4補助。国費は、H23補正1503億円、H24・500億円、H24予備費801億円、
H25・250億円、H25補正・204億円、H26・221億円。

１４．中小企業等グループ施設・設備復旧事業補助金
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●商店街の再生に向けた支援（商業集積・商店街再生加速化パッケージ）

〇基本的な指針の提示 〇商業施設の整備支援

〇専門家派遣・人材育成等の支援

市街地における商業集積・商店街再生の標準的
な手順を、まちづくり関係者の手引きとして提示

・各種専門家を被災地に派遣し、アドバイスを実施。

・商業集積等の担当者に研修を実施し、専門的知
識やノウハウを提供。

被災地域における生業の再生を進め、まちににぎ
わいの創出を図るため、まちづくり会社、自治体等に
よる商業施設等の整備を支援。

被災事業者

食品スーパー等

キーテナント
直接被災していない

近隣の事業者
域外の事業者

（不足業種等）

商業施設整備

（原災地域は公設店舗が設置可能）

津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金

商業施設等復興整備事業のイメージ

仮設商店入居者 等

Ⅰ．被災地における商業集積・商店街の再生等の趣旨
Ⅱ．商業集積・商店街の再生指針
１．商業エリアのまちなか再生計画策定
２．商業施設等の整備
３．商業施設の運営管理とエリアマネジメント等の実施

被災地まちなか商業集積・商店街再生
加速化指針（H26.1.9策定）の構成

〇仮設施設の有効活用

・中小企業基盤整備機構が市町村に譲渡した仮設
施設の有効活用（本設化・解体等）にかかる支援を
実施。

１５．商店街の再生
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１６．企業立地

津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金
（平成26年度当初予算３００億円、平成25年度補正予算330億円、平成25年度当初予算額 1,100億円）

○東日本大震災で特に大きな被害を受けた津波浸水地域（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県）及び原子力災
害により甚大な被害を受けた避難指示区域等であって避難指示が解除された地域をはじめとする福島県の産業復
興を加速するため、企業立地補助制度による雇用の創出を通じて地域経済の活性化を図る。

○加えて、避難指示区域及び避難指示が解除された地域や津波で甚大な被害を受けた地域（岩手県、宮城県、福島
県）を対象に、住民の帰還や産業の立地を促進するため、商業回復を進める。

④

②

③

④①
１．原子力災害被災地域

①避難指示解除準備区域
居住制限区域
解除後１年までの避難解除区域
大２／３以内、中小３／４以内

避難解除区域等
大１／２以内、中小２／３以内

③福島県全域（①及び②を除く）
大１／４以内、中小１／３以内

２．津波浸水地域

②津波で甚大な被害を受けた
市町村
大１／３以内、中小１／２以内

④津波浸水被害のある特定被災
区域の市町村
大１／５以内、中小１／４以内

平成26年4月1日時点

Ⅰ 製造業等立地支援事業

大 ：大企業
中小：中小企業

１．原子力災害被災地域

①避難指示解除準備区域
居住制限区域
避難解除区域等
自治体、民間事業者等

３／４以内

２．津波浸水地域

②津波で甚大な被害を受けた市町村
被災中小 ３／４以内

非被災中小 ２／３以内

その他 １／２以内

（域外の事業者）（被災事業者）

（原災地域は公設店舗が設置可能）

（商業施設整備）

Ⅱ 商業施設等復興整備事業
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１７．被災地における雇用対策

○ 産業政策と一体となった雇用創出やミスマッチ（職種や産業などの求人と求職がかみあわない状況）
の解消により、被災３県の被災者の就職支援を推進。

・ 震災後は、被災者の雇用の継続や、雇用創出基金なども活用し、復旧事業を通じた雇用創出などを推進。

（震災等緊急雇用対応事業により、被災３県で約２万５千人超（平成25年度実績）の雇用機会を創出等。）

・ 地域経済の再生復興のための産業政策と一体となって、本格的な安定雇用の創出に向け、雇用創出基金などを活用した雇用
支援を推進。（※ 被災地の本格的な雇用復興を図る「雇用復興推進事業」のための基金：約1,510億円）

・ 雇用のミスマッチ解消のため、きめ細かな就職支援や職業訓練を実施。

被災地における雇用対策

事業復興型雇用創出事業

≪概要≫

国や地方自治体の補助金・融資（新し
い事業や地域の産業の中核となることが
期待される事業を対象にするもの。）の対
象となっている事業などを実施する事業所
に対し、産業政策と一体となった雇用面で
の支援を行う。

・助成内容
１人当たりの助成額225万円（３年間）

ハローワークの就職支援 職業訓練の機動的拡充・実施

≪概要≫

介護、情報通信等の職業訓練コースの

他、建設機械の運転技能を習得する特別訓

練コースを設定する。

特別訓練コースの実施
（岩手県宮古市）

≪雇用計画数≫

（被災３県） 79,349人 （26年度）

≪実績≫ （被災３県）

・23年４月～26年９月

４９万人以上の就職支援

・避難所、仮設住宅等への出張相談

≪概要≫ 

産業政策や復旧・復興需要で生じる求
人をハローワークで開拓・確保するととも
に、担当者制等により、個々の求職者に
応じたきめ細かな職業相談の実施や、職
業訓練への誘導を行う。

また、水産加工業の求人の充足につい
ては、工場見学会を実施するなどして、人
材の充足につなげている。

≪実績≫ （被災３県）

・25年度開講コースの受講者数 10,040人

・特別訓練コースの受講者数 198人

（岩手・宮城・福島県の訓練実施状況）

≪実績≫
（被災３県） 43,024人 （25年度）

岩手県 宮城県 福島県
平成23 5.1 5.5 4.9

24 3.9 4.7 4
25 3.5 4 3.6

（参考）沿岸・内陸別有効求人倍率 （参考）完全失業率（モデル推計値）

※平成23年は補完推計値を用いて推計

資料：「被災３県の雇用について
～震災後３年を振り返って～」
（厚生労働省職業安定局）

資料：「労働力調査」
（総務省統計局） 28



仙台市

名取市

○ 津波被災農地の営農再開に向けて農地復旧や除塩等を進めており、農地復旧と一体的に農地の大
区画化や利用集積を進めるなど、全国のモデルとなるような取組を推進。

① 農林水産業における農地の復旧状況

○ ６県（青森・岩手・宮城・福島・茨城・千葉）の津
波被災農地21,480haのうち、15,060haで営農再開
が可能となった。（平成26年10月末時点）

１８．農地の復旧

② 農地の大区画化の状況

農地の大区画化等の
県別計画面積 （ｈａ）

岩手県 170

宮城県 7,760

福島県 1,750

計 9,680

※法手続き中の地区も含む。
津波被災農地と一体的に整備する農地を含む。

○ 岩手県、宮城県、福島県においては、復興交付
金等を活用し、面的な集積による経営規模拡大
や土地利用の整序化を図る農地の大区画化等を
約9,700haで実施中。

（平成26年３月末現在）

※ 名取地区（7８３ha）は、生産性の高い大規模な営農を展開するため、被
害が甚大であった農地を中心に大区画化（10～30a→標準区画１ha）に整
備する計画。

事例：復興交付金（名取地区（仙台市、名取市））
大区画化整備（予定）図

大区画化ほ場での営農状況

H26年9月

区画整理範囲 〈 783 ha〉

津波範囲 〈 723 ha〉

H25年度完了 〈 47 ha〉

H26年度完了予定 〈 279 ha〉

H27年度完了予定 〈 455 ha〉

凡　　　　例
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さんま棒受網漁船（岩手県大船渡市）
平成23年12月、がんばる漁業計画認定。
平成24年10月から事業開始。

地域の漁業者、養殖業者などが、新しい操業
形態の導入や養殖業の共同化など、安定的な
水産物の生産体制を構築する場合、必要な経
費（人件費、燃油費、販売費など）について、水
揚げ金額では賄えない部分の９／１０、２／３、
又は半額を国が支援。

○ 被害を受けた漁業者等に対し、漁船や定置網などの漁具の導入費や冷凍冷蔵施設などの整備費を補助するほか、
経営再建に必要な経費を助成。

○ 共同利用漁船・共同利用施設の新規導入を契機とする協業化や加工・流通業との連携等を促進するとともに、省エ
ネ・省コスト設備の導入等による安定的な水産物生産体制の構築を目指す。

１９．水産業の復旧

漁船などに被害を受けた漁業者のために、

漁業協同組合などが漁船、定置網などの漁

具を導入する場合に、国は、事業費の１／３

を補助し、あわせて都道府県が事業費の

１／３以上を補助。

採介藻漁船※（岩手県宮古市）
平成23年7月、漁協から漁業者に引渡し。

※Ｈ２６年７月末時点復旧数
※「ヶ統」とは、定置網を数える単位

※船上からヤス等を用いて貝類や海藻を採捕するための漁船

※Ｈ２６年９月末時点

＜がんばる漁業・養殖業復興支援事業＞
（平成23年度補正予算805億円、平成24年度当初予算103億円）

＜共同利用漁船等復旧支援対策事業＞
（平成23年度補正予算387億円、平成24年度当初予算39億円、

平成25年度当初予算29億円、平成26年度当初予算17億円）

漁船漁業 養殖業

○北海道 ９ 業者
○青森県 ３ 業者
○岩手県 １ ０ 業者 ４９３経営体
○宮城県 ５ ４ 業者 ４１８経営体
○福島県 ３ 業者
○茨城県 ６ 業者
○千葉県 ３ 業者
○三重県 ９経営体

がんばる漁業・養殖業復興支援事業の実績

漁船 定置網
○北海道 ２２隻
○青森県 ８２隻 ９ヶ統
○岩手県 ６，４３４隻 １９５ヶ統
○宮城県 ３，１６１隻 ４８ヶ統
○福島県 １９２隻
○茨城県 ２隻 １ヶ統
○富山県 ６隻
○三重県 ６ヶ統

共同利用漁船等復旧支援対策事業の実績

活 用 事 例活 用 事 例 活 用 事 例

被災した漁業者等の共同利用施設（荷さばき

施設、加工処理施設、製氷貯氷施設、養殖施

設、放流用種苗生産施設等）や漁港環境の復

旧に必要な施設を整備する場合、国が事業費

の２／３、又は半額を補助。

製氷･貯氷施設（宮城県気仙沼市）
平成24年3月交付決定。

平成24年10月中旬から稼働開始。

＜水産業共同利用施設復旧整備事業＞
（平成23年度補正予算731億円、平成24年度当初予算100億円、
平成25年度当初予算82億円、平成25年度補正予算21億円、
平成26年度当初予算78億円）

水産業共同利用施設復旧整備事業の交付実績

※件数は事業計画の数

○北海道 ３ 件 ５ 億円
○岩手県 ２９９ 件 ３４４ 億円
○宮城県 ２８６ 件 ３６４ 億円
○福島県 ６ 件 ２．５ 億円
○茨城県 １ 件 ５ 億円
○千葉県 ３ 件 ０．３ 億円
※Ｈ２６年９月末時点
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２０．風評被害を受けた産業への支援等－１

あ

○被災地の食品、工業製品等の国内外への販路拡大や開発・実証を支援。
○地域産品のブランド力向上等先進的な取組を行う地域事業者等を積極的に広報。
○被災地産品等に対する諸外国・地域の輸入規制緩和・撤廃に向けた粘り強い働きかけを継続。

取組の内容

（１）被災地産品の販路拡大、新商品開発等

上半期フォローアップの概要

（２）国内外から被災地への誘客促進等

・「食べて応援しよう！｣ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの推進（被災地産食品販売フェア等の取
組数：801件（10/31現在））

・被災地で製造されたレトルト品の調達（約66万食）
・霞ヶ関での展示即売会（10/8 経産省、約980名来場、約164万円売上）
・民間企業における社内ﾏﾙｼｪ等といった被災地産品の販売促進の要請
・工業品等の販路開拓（ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ、商品開発）を支援（商談成約件数：

累計約240件 商談成約金額：累計約7億円）
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ﾁｭﾆｼﾞｱと交換公文締結、被災地の工業用品等供与（6億円）
・上半期において、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｴｸｱﾄﾞﾙ、ﾍﾞﾄﾅﾑで規制緩和・撤廃、ﾊﾞｰﾚｰﾝ、

ｸｳｪｰﾄで規制緩和・撤廃に合意（震災以降これまでに12か国が規制を完
全解除。米国、EU等で規制対象が縮小） 等

出荷時期に合わせて福島県産農産物等のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力回復の
ためPR事業を展開したところ、福島県産の購入意欲の増加
が確認された。また、国内外における工業製品等の商談会
等を実施するとともに、民間による被災地産食材の積極利
用や社内ﾏﾙｼｪ等の取組の拡大について要請した。

福島県をはじめとする観光復興を最大限に促進するための国内外
へのﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ強化等の風評被害対策事業等や在外公館での観
光誘致PR等の情報発信により、震災前の水準には戻っていないも
のの、観光入込客数の低減傾向の鈍化や回復を確認。

※アンダーラインは25年度中に新たに追加で取り組んでいるもの。

・TOKIOを起用した福島県産農産
物等の魅力をPRするTVCM等を

展開するとともに、ﾒﾃﾞｨｱ等に対し
産地ﾂｱｰ等を実施。

【観光庁調べ】

福島県産農産物等のPR支援等の効果
○テレビCM等の実施前後の比較

○テレビCM好感度ランキング（首都圏）
公共・企業イメージカテゴリー　第３位

（福島県産を購入したくない層（首都圏））

（福島県産の購入意欲のある層（阪神圏））
54.4%

17.6%（H25.6）（H25.5） 27.4%

【CM非認知者】【CM認知者】 75.9%

25,999 

18,136 21,727 25,836 

21,798 

20,110 

16,691 16,697 16,564 17,705 

13,504 13,888 
14,895 

14,533 
12,859 

12,072 
10,406 

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成22年 平成23年 平成24年

東北６県別観光入込客数推移（単位：千人回）

福島県

宮城県

山形県

青森県

岩手県

秋田県31



２０．風評被害を受けた産業への支援等－２

○福島県の産地と連携した農産
物等の戦略的ＰＲ

被災地産品の販路拡大・新商品開発 被災地への観光客誘致

○福島県を中心とした被災地域への観光需要を増加
させるため、マスメディアとタイアップした 広報
や、復興イベントの開催等を行った。

○さらに、海外の旅行会社や在外公館と連携した観
光誘致ＰＲ等により、広く国内外からの観光客を誘
致。

福島復興支援事業
（大使公邸レセプション）

TOKIOを起用したポスター（米編）

TVCM：首都圏等６地区で、TOKIOに
よる野菜編（春、秋）、桃編
（夏）、米編（秋、冬）を放送

その他：電車内広告、各種情報誌への広
告、産地ツアー、キャラバン隊の派
遣を実施

○霞ヶ関での展示即売会や民間企業の社内マルシェ
での販売促進

27.4% （H25.5) 17.6% （H25.6)

75.9% 54.4%CM認知者 CM非認知者

首都圏におけるTVCM好感度ランキング
公共・企業イメージカテゴリ-　第3位

【アンケート等結果例】
首都圏で福島県産を何となく買いたくない層の割合

（TVCM等実施前後の比較）

阪神圏で福島県産の購入意欲のある層の割合

→

主な取組
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２１．復興交付金による支援

２．第８回配分における事例

○ 復興交付金は、住まいの再建にとどまらず、被災地の特色ある産業復興を支援。
○ 第８回の配分では、次のような事例に対応。

① 災害危険区域を商業用地として利用するとともに、住宅用地が一体となったコ
ンパクトシティーの形成（岩手県山田町)

② 造船業用地と漁業用燃油施設の整備に着手し、本格的な水産業の復興に向
けた取組を展開（宮城県気仙沼市)

１．第８回配分における産業復興の進展

災害危険区域の土地の集約・整備とコンパクトシティーの形成（岩手県山田町）

○ ＪＲ山田線の駅前を中心に商業集積を計画し、
中心市街地をコンパクトシティー化。

○ 津波復興拠点整備事業による駅前商業エリアの整
備、土地区画整理事業による国道45号沿道の災害
危険区域における商業エリア整備のほか、駅周辺の住
宅地整備を実施。

○ 市の主要産業である水産業の復興に向け、復興交付
金を活用。

○ 今回の配分で、被災した漁業用の燃油施設を市が整
備するとともに、津波被害を受けた造船業を集約するため
の用地の取得・嵩上げを実施(①)。

○ これまでに、水産加工団地の用地取得・整備(②)に加
え、民間の水産加工施設の整備(③)を支援。

○ 漁港・水産加工業の用地・施設に加え、漁船の整備や
漁業用燃油施設の供給が一体となり、水産都市気仙沼を
復興。

地域産業の核となる水産業・造船業の復興に向けた取組（宮城県気仙沼市）

・津波防災拠点や商業施設等が一体となった復

興拠点の形成(岩手県大船渡市、山田町等)

・水産加工業等の地場産業のための拠点となる

産業用地の造成（宮城県気仙沼市等）

・防集跡地等において、新たな産業用地の造成

（宮城県 石巻市、東松島市、亘理町）

・商店街エリアにおいて、住宅や高齢者生活福
祉施設と、商業店舗スペースが一体となった
施設の整備（宮城県石巻市）

・地震により全壊した総合福祉センターの代替と
して、図書館、公民館、飲食店スペース等の
機能を併せた新たな市民交流センターの整備
(福島県須賀川市）

・新たな産業・企業の誘致や農業のブランド化等の地場産業の振興に向けた調査
・地元企業の経営再建のためのセミナー等の実施

復興交付金では、復興まちづくりに必要な産業復興に対し、基盤施設や産業用地の整備に加え、効果促進事業を活用した多様な調査等

により、ハード・ソフトの両面から支援。

被災地の主要産業である農漁業の再生

地域の復興に必要な産業用地の整備

効果促進事業を活用した多様な調査等

まちなかの商業店舗スペースの整備

〈いちご団地(宮城亘理町)〉

〈水産物加工処理施設 (岩手県宮古市)〉

〈駅前の復興拠点の整備（岩手県大船渡市)〉

〈街中の商業店舗スペースの整備

（宮城県石巻市)〉

・被災した農地の大区画化、排水条件の改善

・施設園芸用ハウス(いちご等)再建等の農業機械・

施設の整備

・地盤沈下した漁港施設の嵩上げ

・被災した水産加工施設の整備

（注）土地利用計画に沿って作成したイメージであり、建物等のデザインや配置等は確定したものではない。

３．復興交付金による主な産業復興支援の内容

 

駐車場 

高齢者福祉施設 

商業店舗 

１F 平面図 

商業店舗

駐車場

高齢者福祉施設

※２階から５階は住居

今回配分額：津波復興拠点15.2(11.4)億円(設計費、用地費)
燃油施設整備 1.5(1.1)億円(設計費)

今回配分額：
津波復興拠点整備事業 33.8(25.4)億円(工事費等)
土地区画整理事業(災害危険区域) 9.6(7.2)億円（工事費等）
土地区画整理事業(住宅地域 )20.7(15.5)億円（工事費等）

※ 宮城県石巻市と東松島市では、同様に、土地区画整理事業による災害危険区域の産業用地造成を
計画しており、計画策定費を配分【石巻市 ２(1.5)億円 東松島市 1.7(1.3)億円】

(注)配分額は事業費、()の数字は国費

(※下線は今回新規配分のある市町村）

①

②

③
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１．税制上の特例措置

（１）被災地の雇用機会の確保のための税制上の特例措置

復興産業集積区域内において、雇用に大きな被害が生じた地域の雇用機会の確保に寄与する事業を行う個人事業者又は法人（「新規立
地促進税制」は法人のみ）を対象として、以下の思い切った税制上の特例措置を創設。

（～28年3月末）

い
ず
れ
か
選
択
適
用

２．復興特区支援利子補給金制度(法44条)

復興の中核となる事業実施者による指定金融機関からの資金借入れに対する利子補給（５年間、補給率０.７％以内）

復興産業集積区域内における（１）の地域の雇用機会の確保に寄与する事業に係る事業税、不動産取得税又は固定資産税の課税免除又
は不均一課税を行った場合の地方公共団体の減収に対し、震災復興特別交付税により補塡。（事業税・固定資産税は投資から５年）

（２）地方公共団体の地方税に係る課税免除又は不均一課税による減収に対する補塡措置(法43条) （～28年3月末）

研究開発税制(法39条) 開発研究用資産について即時償却 開発研究用資産の即時償却した減価償却費の12％を税額控除（通常８～10％）

新規立地
促進税制

(法40条)

新規立地新設企業（※４）
を５年間無税に

新設法人の再投資等準備金積立額の損金算入
（指定後５年間、所得金額を限度）

再投資等した場合の即時償却
（再投資等準備金残高を限度）

法人税等の特別控除(法38条) 雇用等している被災者に対する給与等支給額の10％を税額控除（※３） （※３ 税額の２０％が限度）

特別償却
又は

税額控除
（法37条）

特別償却

機械装置 即時償却（※１）

建物・構築物 25％

選択
適用

税額控除 （※２）

機械装置 15％

建物・構築物 ８％

（※２ 上記税額控除は、税額の20％が限度。
但し、４年間の繰り越しが可能。）

（※４ 雇用に大きな被害が生じた地域を有する地方公共団体が設置する復興産業集積区域内に限る。）

（※１ 平成26年度税制改正大綱において、平成26年３月末までとされていた即時償却（平成26年４月以降は50％の特別償却）の適用期限を、平成28年
３月末まで２年延長することが位置付けられている。）

２２．復興特区制度による支援－１
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（注）・指定事業者等の数、投資見込額及び雇用予定数は平成２６年６月末時点。
・指定事業者等が指定を受ける際に提出する計画に記載した数字の合計。

※複数の県で指定を受けている事業者等があるため、各県の指定事業者等の合計とは一致しない。

（注）・融資予定額、投資見込額及び新規雇用予定数は平成２６年１０月末時点。
・２６年度の第３回目は、１１月に案件の公募を実施中。

税制上の特例の適用を受けることができる指定事業者等の数は２，２９０、投資
見込額は約1兆３，５００億円、雇用予定数は約１１万３，０００人。

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合計

指定事業者等 １６８ ３３５ ６７１ ７３５ ４６０ ２，２９０ ※

投資見込額（億円） ４３６ １，２７９ ３，４９２ ３，５６９ ４，７５５ １３，５３１

雇用予定数（人） ４，７２８ ６，５５２ ２３，３８１ ３１，７１７ ４６，８４２ １１３，２２０

利子補給の認定計画に基づく推薦事業者（８２社）への融資予定額（注）は１,８１２
億円、投資見込額は４,８７４億円、新規雇用予定数は４，４５５人。

青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 合計

融資予定額（億円） ３０ １４６ ３４２ ７８３ ５１２ １，８１２

投資見込額（億円） ９１ １８３ ６３９ １，７２４ ２，２３７ ４，８７４

新規雇用予定数（人） １５３ ９９７ １，０１７ １，４７１ ８１７ ４，４５５

２２．復興特区制度による支援－２
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企業連携プロジェクト支援事業 支援体制と支援内容

アドバイザリーボード

[構 成 員]（大学）東北大学・岩手大学・福島大学〈産学連携担当〉
（経済団体）東経連ビジネスセンター・岩手／宮城／福島各県商工会議所連合会
（金融機関）日本政策投資銀行・信金中央金庫・岩手銀行・七十七銀行・東邦銀行
（コミュニティ・まちづくり）東北電力・まちづくり専門家（必要に応じ）

[開催頻度] 原則として各県毎に隔月開催（その他必要に応じ随時個別に助言を実施）

企業経営に精通した
コンサルタント、及び
復興庁職員による
支援チーム
(支援案件別に組成)

助言・指導にとど
まらず、企業等と
共に事業化を推進

【ハンズオン支援内容（例）】
（計画段階）・競合商品/サービス、市場環境の調査 ・事業計画全般の作成支援
（準備段階）・関係機関との調整 ・事業提携、販路開拓に向けたマッチング

・事業化費用の一部負担（試作品製作費用、展示会出展費用、テストマーケティング費用 等）

（実行段階）・事業内容の対外的ＰＲ 等

【支援体制】

ネットワークの紹介、アドバイス等

被災地外企業等

被災地復興に資す
るプロジェクトの
新たな立ち上げ
(単独/共同)

被災地企業

ハンズオン支援

２３．企業連携の推進（プロジェクト支援事業）－１
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県 地域 事業概要

1
ＩＣＴを活用した遠隔ビジネス
大学校とオフィスの開設事業

岩手県 大船渡市
北里大学三陸キャンパス等の既存施設を活用し
て、ＩＣＴを活用した遠隔ビジネス教育を行うと
ともに、遠隔就労の機会を提供する。

2
会員制惣菜販売の商品開発と販
路開拓事業

岩手県 花巻市
新たに消費者に対する直販事業に進出するため、
会員制の惣菜販売事業を行う。そのための商品開
発と販路開拓を行う。

3
自動画像検査装置の販路開拓事
業

宮城県 岩沼市
画像検査技術とロボット技術を組み合わせた自動
画像検査装置を市場投入することにより、自社独
自製品の販路を新たに開拓する。

4 先端園芸の基地化事業 宮城県 山元町

ＩＴなどの先端技術を駆使したいちごの販路開拓
と営農手法をパッケージ化し、山元町や将来的に
は新興国の新規就農者等に提供することで世界へ
新しい農業を発信する。

5
自転車を活用した観光・環境
データ提供、車輪型広告事業

福島県 会津若松市

自転車に位置情報システム、環境センサー、車輪
装着型ＬＥＤライトなどを搭載し、収集したデー
タの提供や広告事業を行い、新次世代スマートラ
イフプラットフォームを構築する。

6
季節の旬を楽しむ移動式カフェ
事業

福島県 磐梯町
旬の食や風景を季節に応じて楽しめる移動式カ
フェ事業を展開するとともに、当該事業のフラン
チャイズ化を図る。

7 畜産向け甘草飼料の販売事業 福島県 新地町
牛の繁殖障害、免疫低下の改善に効用が認められ
る甘草を安定的に調達し、加工したうえで飼料と
して販売する。

事業名

２３．企業連携の推進（プロジェクト支援事業（平成25年度））－２
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２３．企業連携の推進（プロジェクト支援事業（平成26度））－３

事業名 県 市町 主たる事業主体 事業概要

1 鮭の軟骨を利用した新商品開発事業 岩手県 宮古市 まるいち沼田商店㈱
これまで廃棄処分されてきた鮭の軟骨に含まれる成分（ム
コ多糖）を活用すべく、用途の検討・販路開拓を行う

2
半導体洗浄機械の製造技術を活用し
た他業種向け販路開拓事業

岩手県 一関市 ㈱テクノアート
従来半導体事業向けに展開してきた低コスト・低環境負荷
の洗浄技術を活用し、自動車部品業界等他業種向けに洗
浄機の販路開拓を行う

3
高付加価値備蓄用アルファ化米の販
路開拓事業

岩手県 奥州市 ㈱水沢米菓
地元産の米を利用したアルファ化米の生産体制の確立に
合わせ、その普及に向けたマーケティング・販路開拓を行
う

4
県内ものづくり企業が連携したＥＶコン
バージョン事業

宮城県 仙台市 工藤電機㈱
中古車を改造した電気自動車の普及に向け、県内ものづ
くり企業の連携により新会社を設立し、各社の専門性を活
用した事業体制を構築する

5
バイオ燃料開発等に向けた微細藻類
の生産事業

宮城県 石巻市 スメーブジャパン㈱
近年新たなエネルギー源として注目を集める微細藻類の
新たな実証プラントの建設及び生産技術の開発に向け、
資金調達・技術提携等の必要な事業化体制を構築する

6
地場産品を活用した新商品開発・ブラ
ンディング事業

宮城県 気仙沼市 ㈱フカコラ美人
地元水産加工業者等との連携の下、地域の隠れた農水
産資源を消費者の視点から新たな商品として開発し、そ
の販路を構築する

7
最先端技術を用いた海外向けイチゴ
生産販売事業

宮城県 山元町 山元いちご農園㈱
地域の主力農産品であるイチゴの海外販路の開拓に向
け、生産技術の確立及びテストマーケティングを実施する

8
新成人と親世代に向けた新たな日本
酒需要の創出事業

福島県
会津若松

市
末廣酒造㈱

若者のアイデアによる新たな日本酒需要の創出プランを
実現すべく、地元酒造業界が連携しつつ、新商品のマー
ケティング、ＰＲを実施する

9
直膨式地中熱ヒートポンプの販路開
拓事業

福島県 郡山市 ㈱アイワコーポ
低廉なランニングコストの一方、初期コストが普及のネック
になっていた地中熱ヒートポンプにつき、産学連携により
課題克服を図りつつ、適切な用途の検討・販路開拓を行う

10
地元森林資源の再生に向けた製材拠
点の新設事業

福島県 南相馬市
特定非営利活動法人

自然環境応援団

地元産木材の普及に向け、関係者の連携の下で森林伐
採から製材、住宅施工までを一貫して行う事業主体を立
ち上げる 38



被
災
地
域
企
業

【経営課題（例）】

・ 新商品の開発手法がわからない

・ 施設は復旧したが、販路がない

・ 企画立案担当者などの担い手不足

大
手
企
業
等

【支援提案（例）】

・自社ノウハウやアイデアの提供

・社内販売、社員食堂等での販売機会提供

・人材育成支援・研修プログラム提供

○大手企業と被災地域企業とのマッチングを目的としたワークショップを開催。
○大手企業は、被災地域の企業ニーズに応え、自社の利害を超えて、技術、情報、販路など、自らの経営資源を被災

地域企業に幅広く提供。
○被災地域企業は、通常のビジネスマッチングでは得られない販路やアイデア等を得られる。

・平成24～25年度に岩手、
宮城、福島で６回開催。

・被災地域企業49社、
支援企業延べ160社参加。

石巻の成果例：企業マルシェの開催 気仙沼の成果例：地域資源のブランド化支援

課題相談

開催日 開催場所 地域企業 支援企業

H24.11.28 宮城県石巻市 １３社 ３５社

H25.2.13 宮城県気仙沼市 １０社 ３３社

H25.11.7 宮城県南三陸町 ６社 ２１社

H25.12.4 宮城県亘理町・山元町 ６社 １９社

H26.1.29 岩手県宮古市 ６社 ２６社

H26.2.6 福島県福島市 ８社 ２６社 ワークショップで議論する様子

○大手企業が、社員食堂などの
自社施設を、イベント・物販の
場として提供する「企業マル
シェ」を実施。

○大手企業が、被災地の食
品加工業等に、サメ肉の
高付加価値化、新商品開
発のアイデア提案や、販
売促進、ＰＲ活動に協力。 ＰＲ活動支援の一環として、

ＨＰを作成企業マルシェ開催風景

ワークショップ
において検討

連携事業の創出

ワークショップ開催実績

マッチング

課題
相談

支援
提案

ば

地域復興マッチング『結の場』の概要
ゆ い

２４．企業連携の推進（地域復興マッチング『結の場』）－１
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第1回（石巻水産加工業）のプロジェクト例（抜粋）

【販路開拓】

支援プロジェクト名
活動概要 経営力強化のポイント

支援企業 石巻企業

「結の場」石巻 共同通販プロジェクト ・コールセンター運営企業である(株)トラスト

パートナーズが既存の顧客を通じて通販
チャネルを発掘し、新たな販路の開拓を促進。

・（一社）新興事業創出機構がコンサル、プロ
ジェクトマネジメントスキルを活かして、共同
プロジェクトを推進。

・リソースイチバや（一社）東の食の会はカタ
ログ製作におけるノウハウを提供。

・BtoB ⇒ BtoCへの挑戦
・顧客セグメント（高級路線）
・コールセンターを活用したロジス
ティック構築
・お礼やクレーム対応の収斂
・アンケート結果を商品力に反映

(株)トラストパートナーズ
（一社）新興事業創出機構
リソースイチバ
（一社）東の食の会

湊水産(株)／(株)高徳海産
(株)ヤマトミ／末永海産(株)
山徳平塚水産(株)
(有)マルイチ西條水産
(株)丸平かつおぶし
（一社）石巻元気復興センター

「結の場」石巻 企業マルシェプロジェクト ・支援企業の本社ビル・事業所内には数百
～数千人の社員が勤務、その社員を対象に
試食会・販売会を実施。

・試食会では、社員の協力を得て、アンケー
トを実施し、顧客の声を生産者にフィードバッ
クする。アンケートの分析結果をもとに“売れ
る商品は何か”を模索し、実際の商品開発に
つなげる。

・対面形式で販売を行うとともに、トークイベ
ントやワークショップも開催し、石巻企業の営
業力向上を狙う。

・新たな販路開拓
・社販向けセット商品の開発
・対面販売で営業力向上
・アンケート結果を商品力に反映

（一社）新興事業創出機構
リソースイチバ
（一社）東の食の会
アサヒグループHD(株)
リコージャパン(株)
三井不動産(株)
(株)安藤・間／(株)ラックランド
(株)東芝／三機工業(株)
SCSK(株)／日本GE(株)
大成建設(株)／日本IBM(株)

湊水産㈱／(株)高徳海産
(株)ヤマトミ／(株)三政商店
山徳平塚水産(株)
(有)マルイチ西條水産
(株)カクト鈴木商店

「結の場」石巻 社員食堂プロジェクト ・社員食堂を新たな販路として活用する。

・社食給食会社と社員による、石巻参加各社
の商品の美味しい食べ方やレシピの開発を
行う。

・試食会やキャンペーン等を通じて、より多く
の社員の関心を喚起し、フィードバックによる
商品力の強化を狙う。

・新たな販路開拓
・レシピ開発による商品の付加価
値向上
・アンケート結果を商品力に反映

（一社）新興事業創出機構
リソースイチバ
（一社）東の食の会
積水ハウス(株)／SCSK(株)
(株)DNP東北／(株)東芝
三機工業(株)

湊水産(株)
(株)ヤマトミ
山徳平塚水産(株)
(有)マルイチ西條水産
(株)カクト鈴木商店

２４．企業連携の推進（地域復興マッチング『結の場』）－２
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